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総合技術開発プロジェクトの概要

今回 ★：評価実施時期
◆：報告・調査実施時期

建設技術に関する重要な課題のうち、

・特に緊急性が高く、

・適用対象となる分野の広い課題を取り上げ、

・行政部局が計画推進の主体となり産学官の連携により、

総合的に、組織的に研究を実施する制度

成果は 制度、技術基準や新技術、
新工法の確立等に反映

１

研究課題名 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技術の開発
　海溝型巨大地震に効率的に対応するため、最新の地震学的知見と建築物に作用する地震動の観測記録をもとに、地盤特性に応じ
た建築物の耐震性能評価技術の開発を行う。

◆
中間
報告

★
延長

★
事後

◆
追跡

高度な国土管理のための複数の衛星測位システム（マルチGNSS）による高精度測位技術の開発
　国土管理に必要な高精度測位の効率的な実施のため、複数の衛星測位システムを統合的に利用し、短時間に高精度の位置情報
を取得し、測量等に適用するための技術開発及び標準化を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価技術の開発
　中古住宅の流通市場、リフォーム市場の環境整備に資するため、設計図書等が散逸した既存住宅の性能を効率的に評価する技術

等を開発する。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

災害拠点建築物の機能継続技術の開発
　地震、津波、竜巻を含めた災害後も直後から避難指示・応急復旧等の指示拠点となり得るような機能が維持できる安全拠点ビルの
設計に資する技術開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

電力依存度低減に資する建築物の評価・設計技術の開発
　建築物のピーク電力を飛躍的に低減させることを目的として、住宅、ビルの設備システム、躯体構造についてエネルギーソースの多
様化・分散化に関する技術開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・利活用技術の開発
　住宅・社会資本の計画、設計、施工、維持管理、更新の各段階において必要な情報を蓄積し、効率的な維持管理・長寿命化の実

現、安全・環境面の高度化のための施設管理情報の蓄積・利活用技術の開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

３次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発
　屋内外シームレスな高精度測位を実現するため、屋内外測位環境の改善と相互連携、３次元地図の整備・更新、及び表示・提供に
関する技術の開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

公的賃貸住宅及び地域居住支援機能の戦略的ストックマネジメント技術の開発
　公的賃貸住宅及び地域居住支援機能の各ストックの利用継続期間や活用方針の設定、適正配置等の戦略的マネジメントの計画技
術、利用年限までの改修や維持保全の最適化計画・評価技術の開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

防火・避難規定等の合理化による既存建物活用に資する技術開発
　既存建物の用途の変更や、歴史的な建物や古いまちなみの保存・再生が円滑に行われるよう、課題となることが多い防火・避難や用

途制限に係る規定を中心に、合理化やガイドライン策定等のための技術研究開発を実施する。

★
新規

★
中間
評価

★
事後

◆
追跡

ICTの全面的な活用による建設生産性向上に関する研究
　i-Constructionのトップランナー施策の一つである「ICTの全面的な活用」を推進するもので、あらゆる建設生産プロセスにおいてＩＣＴ
を利活用することで、建設現場における生産性革命を推進するのための技術研究開発を実施する。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

新しい木質材料を活用した混構造建築物の設計・施工技術の開発
　木材の利用推進、可変性の拡大、施工期間の短縮などを実現するため、CLT等の木質系大型パネルを用いた木造と他構造、他構
法（集成材構造・2X4工法）の混構造建築物の設計・施工技術の整備を行うのための技術研究開発を実施する。

★
新規

★
中間
評価

★
事後

◆
追跡

リスクコミュニケーションを考慮した液状化危険度評価技術の開発
　液状化の事前防災の促進に向けて、リスクコミュニケーションに必要となる液状化ハザードマップ作成のため、地下空間情報の精度

向上及び相対的な液状化危険度評価の技術開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡

成熟社会に対応した郊外住宅市街地の再生技術の開発
　集約型都市構造の実現に向けて、郊外住宅市街地の再生目標である安全・安心の確保、多世代のコミュニティの形成、居住者の
QOLの向上等を実現するうえでの技術的課題を解決するための技術開発を行う。

★
新規

★
中間
評価

★
事後

◆
追跡

AI技術を活用した建設生産システムの高度化に関する研究
　建設生産システムの業務プロセスにおけるＡＩの適用可能性を検討し、適切な工期設定と積算、オペレーターの操作データの分析に
よる効率化及び成果を高度に利用するための情報連携技術の技術開発を行う。

★
新規

◆
中間
報告

★
事後

◆
追跡



総合技術開発プロジェクトの評価①

○「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２４年１２月総理決定）に基づき策定された「国土交通省研究開
発評価指針」（平成２６年３月最終改訂）等に従って、総合技術開発プロジェクトについても、「事前評価」「中間評価
（研究開発期間５年以上の場合）」「終了時評価」を実施。 一定期間（終了後３年程度）後には「追跡調査」も実施。

○「中間評価」を実施しない研究開発期間５年未満の課題については、成果を制度や技術基準の整備、新技術や
新工法の確立等に適切に結びつけるため、研究開発の中間段階で「中間報告」を行い、研究のとりまとめ方を中心
に学識経験者等にも意見を伺い、その後の研究開発に反映。

■評価の実施時期及び目的

概算要求前

１年目

事前評価 終了時評価 追跡調査
終了後（後続課題が
ある場合は終了前）

実用化２年目 ３年目 ４年目

中間評価（５年以上の課題）

中間報告（５年未満の課題）
一定期間後

・・・ 最終年

実施の必要性、目標や計画
の妥当性等を把握し、予算
等の資源配分の意思決定
等を行う。

目標の達成状況や成果の
内容等を把握し、その後の
課題発展への活用等を行う。

波及効果や副次的効果等
の把握、過去の評価の妥当
性の検証等を行い、その結
果を次の研究開発課題の
検討や評価の改善等に活
用する。

３年程度ごとを目安

研究開発の中間段階で実施

情勢の変化や進捗状況等
を把握し、その中断・中止を
含めた計画変更の要否の
確認等を行う。

※ H26年度より実施

２



総合技術開発プロジェクトの評価②

■評価体制

○専門家による「建設技術研究開発評価委員会」で評価

■評価等のスケジュール

○事前評価：７、８月
○中間評価、終了時評価：２、３月
○追跡調査：２、３月

■中間報告での意見聴取の観点

○目標達成見通し
○報告時点までの成果
○本研究開発の実施方法・体制の妥当性
○上記を踏まえた研究計画の妥当性

可能な範囲で以後の研究計画等に反映

（事前評価）
評価結果を予算、
人材等の資源配分
等に反映

■評価の視点

○必要性：
科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、国費を用いた研究開発としての妥当性等
○効率性：
計画・実施体制の妥当性、研究開発の手段やアプローチの妥当性等
○有効性：
目的・目標の設定とその達成度合い、直接の成果の内容等

「目標の達成度」の判定（終了時評価）
A：十分に目標を達成できた B：概ね目標を達成できた
C：あまり目標を達成できなかった D：ほとんど目標を達成できなかった

３

○中間報告：
１年目 ２年目 ３年目

１年目 ２年目 ３年目 ４年目

２年目（事前評価時に研究計画を踏まえて決定）

３年間の場合

４年間の場合
２～３年目（事前評価時に研究計画を踏まえて決定）


